

























適用される「製造物」である（製造物責任法 2 条 1 項）（注 2）。
この製造物に「欠陥」（同法 2 条 2 項）があって、他人
の生命・身体・財産等を侵害した場合（拡大損害の発生）、
「製造業者等」（製造物責任法 2 条 3 項各号）は、そこか
ら生じた損害を賠償しなければならない（製造物責任法











There are some problems to consider about Relationship between the Product liability and the liability based 
on Medical malpractice law. According to our observation about judicial cases of court, this relationship is not the 















































輸入業者が「製造業者等」（製造物責任法 2 条 3 項 3 号）


































































































































ただ、民法 719 条の趣旨に照らして、被害者が A ～
E の誰を被告として選択するか、またどのように組み合
わせるかは自由に選択できる。仮に同一事件に A ～ E
が関係している場合で、被告とされた A ～ E のいずれ
かが被害者に損害賠償をしたならば、その後に、その出



































ける『製造物』」。国民生活 2012 年 10 号 26 頁以下、http://
www.kokusen.go.jp/wko/pdf/wkp-201210_11.pdf 2016 年 7 月
22 日参照）という説明で代表させておく。なお、山本隆司【相
談 38】（Medical-Legal Network Newsletter Vol.37, 2014, Jan. 

































（注 5）山本隆司【相談 38】（Medical-Legal Network Newsletter 
Vol.37, 2014, Jan. Kyoto Comparative Law Center、2016 年
7 月 22 日参照）。相談 38】の（注）松村晴雄「日本の医療機
器産業振興と製造物責任法（PL 法）の関係について」（ARC
リポート（RC・890）2008・7 , http://www.asahi-kasei.co.jp/ 




















　山本隆司【相談 38】（Medical-Legal Network Newsletter Vol.37, 
2014, Jan. Kyoto Comparative Law Center、2016 年 7 月 22 日
参照）で提示した【参考】欄では、国民生活センターのデータ
ベースを活用し、引用判例にはそこでの URL を示しておいた























　　　　千葉地裁平成 13・3・30 判決（判例時報 1755・108）
　　　　　→東京高裁平成 14・2.7 判決（判例時報 1789・78）
事件④　骨折固定髄内釘が体内で破損した事件。
　　　　　津地裁平成 14・2・20 提訴…同 14・4・4 和解…上述（和
　　　　　解関係）20 事件
事件⑤　事実関係は事件⑥と類似している（詳細不明）。
　　　　　東京地裁平成 14・2・22 提訴…同 16・2・23 和解…
　　　　　上述（和解関係）21 事件
事件⑥　乳児の気管切開後に A 社製ジャクソンリースと B 社
　　　輸入の気管切開チューブを接続した呼吸回路による人工
　　　呼吸に際して、回路が閉塞して患児が死亡した事件。



















　　　　　東京地裁平成 25・10・17 判決（判例時報 2214・65）
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